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1. はじめに 

1995 年の兵庫県南部地震では，震度 7 クラスの極大地震に

より甚大な建物被害が発生した。これを機に，柔剛混合構造

1)

が損傷制御構造

2)
として認知され，制振構造が多く採用されて

きている

3)
。また，2011 年の東北地方太平洋沖地震では，M9

という極大地震が発生した。さらに近年では，南海トラフ地震，

首都直下地震，上町断層地震等の発生が懸念されており，都市

部で甚大な被害が想定されている。以上のような従来の想定以

上の地震動に対しては，建物機能の維持を目的として高度な耐

震性を持った建物

例えば 4)
が注目されるとともに，フェイルセー

フを目的として変形制御機構を導入する重要性が高まってきて

いる。変形制御機構については，ある変形以上の範囲で作用す

る硬化型復元力特性を持つ機構として様々な研究がなされてお

り

5)-7)
，解析的検討から変形制御機構による変形の低減効果を

示している。しかし，様々なパラメータによる応答特性の変化

を定性的に評価することは困難である。よって本報では，柔剛

混合構造を 1 質点系でモデル化し，エネルギーの釣合に基づく

耐震設計法

1)
（以降，エネルギー法と表記）を，硬化型復元力

特性を有する変形制御機構を組込んだ変形制御構造に拡張する

ことで，応答特性の定性的かつ簡便な評価方法を提案する。 

2. 変形制御構造におけるエネルギー法の提案 

図 1 に変形制御構造の復元力特性を示す。変形制御構造は柔

要素(flexible element)1)
，剛要素(stiff element)1)

，硬化型復元力特

性を有する変形制御機構(displacement controller)で構成され，変

形制御機構が作用し始める変形 d δ gapは剛要素の降伏変形 s δ yよ

り大きく設定する。最大応答値発生時刻 tm のエネルギーの釣

合

8)
を考え，変形制御機構が作用する場合（δ max > d δ gap）のエ

ネルギーの釣合式とエネルギーの算出式を以下に示す。 
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d Weは f α max /f α 0を用いて導出され，d k = fd κ ･f kにδ max = f Qmax / f k

及びδ max - d δ gap = d Qmax / d kを代入し d α max /f α 0は下式で表される。 
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ここに，M：質量，t0：地震動の継続時間，ED：損傷に寄与す

るエネルギー

1)
，f We , d We：柔要素及び変形制御機構の弾性振

動エネルギー，s Wp：剛要素の塑性履歴エネルギー，VD：EDの

速度換算値

1)
， f Qmax , d Qmax：柔要素及び変形制御機構の最大

せん断力，f α max , d α max：柔要素及び変形制御機構の最大せん

断力係数，s α  y：剛要素の降伏せん断力係数，f α 0：柔要素のみ

の場合の最大せん断力係数，δ max：最大変形，f δ 0：柔要素のみ

の場合の最大変形，fd κ：柔要素の剛性 f k に対する変形制御機

構の剛性 d kの割合，n1：剛要素の等価繰返し数である。 

f α max /f α 0 (= δ max /f δ 0 
1))は式(1), (2)を用いて下式で表される。 
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α max /f α 0は式(4)より下式で表される。 
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ここで，式(4), (5)において， 

2

0
1

0

1  ,8  , ACAnBA
f

ys

f

gapd
−=⋅⋅⋅==

α
α

δ
δ

             (6a~c) 

なお，式(4), (5)において fd κ = 0とすると，変形制御機構が作用

しない場合（δ max < d δ gap）の応答予測式が導出される。 

3. 時刻歴応答解析による応答予測式の検証 

図 2 に解析モデル，表 1 に解析パラメータを示す。なお，図

2 及び表 1 では制振構造を想定している。建物高さ H を 33 m

とし，柔要素のみの場合の 1次固有周期 f T1は 0.03H, 0.06H 9)
と

なる。等価建物高さ Heqは 2/3H（= 22 m）とし，剛要素の s δ y

は 3.36 cm とする。VDの解析値が表 1 に示した VDと同程度と

なるよう，ART KOBE の入力加速度倍率を調整して解析を行

図1 変形制御構造の復元力特性 

s k f k 

δ max δ max d δ gap δ max 

d k = fd κ･f k 

(a) 柔要素 (b) 剛要素 (c) 変形制御機構 (d) 架構全体 

s δ y d δ gap δ max 

f Q max 
d Q max d Q max 

f Q max 

d δ gap d δ gap 
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う。表 1に示したVDは，f h = 0.02として下式

1)
で算出される。 

hh

V
V

ff

E
D

2.131 ++
=                              (6) 

解析ではVE = 120 cm/s をレベル 2 地震動とし，VE = 120, 240, 

360 cm/s（表 1参照）を対象とする。図 3 に入力地震動の擬似

速度応答スペクトル p S v 及びエネルギースペクトル VE を示す。

入力地震動には p S vが一定となる模擬波を用いる。位相特性は

JMA KOBE 1995 NS とし，ART KOBEと表記している。図 3

には p S vが 160 cm/sで一定となる場合を示し，ART KOBE 160

と表記している。各解析ケースで，VDの解析値が表 1 の VDと

同程度となるように入力加速度倍率を調整して解析を行う。 

図 4 にα max /f α 0及びδ max /f δ 0の解析値と予測値の比較を示す。

予測値は s α  yをパラメータとし，式(4)よりδ max /f δ 0 (f α max /f α 0)，

式(5)よりα max /f α 0を算出する。n1は 2.5 10)
を採用する。着目す

るケースはVE = 360 cm/s , f T1= 2.0 s, d Rgap = 1/500, 1/100 rad，fd κ = 

1.0, 4.0 とし，制振構造の予測値も示している。図 4 より，一

定の s α  yにおける高耐震性能構造の応答特性を，s α y /f α 0 = 0 の

予測値を代表して説明する。d Rgapを一定として fd κの変化が応

答に与える影響について述べると，fd κが大きいほど d Rgap以降

でのα max /f α 0の増大は顕著であり，δ max /f δ 0の低減及びα max /f α 0

の増大傾向は顕著である。fd κを一定として d Rgapの変化が応答

に与える影響について述べると，d Rgapが小さいほどδ max /f δ 0の

低減傾向は顕著であり，α max /f α 0 は増大する傾向となるが，

α max /f α 0の増大傾向は d Rgapの変化による影響に比べ fd κの変化

による影響が顕著である。これらは，文献 11)で得られた部材

レベルモデルの傾向と一致する。また，予測値は解析値の傾向

を概ね捉えていることがわかる。以上より，変形制御構造の応

答特性は式(4), (5)で評価可能である。 

ここで，式(4), (5)の適用例として，変形制御機構を組込んだ

免震構造について検討する。図 5 に，変形制御機構を組込んだ

1 質点系免震構造モデルの検討として，α max とδ max の解析値及

び予測値を示す。解析モデルは図 2 と同様とし，f T1 は免震層

の周期，f h は粘性減衰型ダンパーによる減衰を想定する。図 5

より，VE = 120 cm/s に対してα maxが十分に低減している s α  y = 

0.02 に着目すると，変形制御機構を付与しない場合の VE = 240 

cm/s に対するδ maxは設計クライテリアとして設定した 60 cm を

上回る（図中□）が，d δ gap = 30 cm, fd κ = 20 の変形制御機構を組

込むことで 60 cm を下回る（図中△）ことがわかる。また，予

測値は解析値を概ね捉えていることがわかる。以上より，免震

構造を想定した場合の応答特性も式(4), (5)で評価可能である。 

4. まとめ 

本報では，1 質点系モデルを対象として硬化型復元力特性を

有する変形制御機構を組込んだ変形制御構造のエネルギー法を

提案した。変形制御構造の応答特性は，文献 11)で示している

部材レベルモデルの傾向と一致し，提案したエネルギー法によ

り変形制御構造の応答特性を定性的かつ簡便に評価可能である

ことを示した。 
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図3 地震動のスペクトル（ART KOBE 160） 
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図2 解析モデル 
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α max / f α 0 , f α max / f α 0 , s α y / f α 0 , d α max / f α 0 

図4 解析値と予測値の比較（V E = 360 cm/s, f T 1 = 2.0 s） 
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図5 1 質点系免震構造モデルの検討例（f T 1 = 4.0 s, n 1 = 2.0） 
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